
（Ａ）市町村の防災担当や福祉担当等の関係部署が共同して事業を実施する体制
があること。
※応募の際に都道府県の取組も合わせて提案する場合は、都道府県についても、防災担
当や福祉担当等の関係部署が共同して事業を実施する体制があること。

（Ｂ）地域の介護・福祉に関する職種団体等、庁外の関係者と連携した取組である
こと。

（Ｃ）個別避難計画を作成する者の優先度を検討し、要支援者の心身の状況に応
じた作成プロセスを構築する取組であること。

（Ｄ）個別避難計画を実際に作成すること。

個別避難計画作成モデル事業（概要）

○ 令和３年度において、自治体における個別避難計画の効果的・効率的な作成手法を構築するため、
モデル事業を実施。（事業を実施するモデル団体は、市町村事業34団体、都道府県事業18団体）

日 程 内 容
令和３年５月～令和４年３月まで 事業実施期間

６月15日（火） キックオフミーティング
６月30日（水） 合同研修会

７月以降 ノウハウ共有ミーティング

令和４年３月 成果発表会

＜スケジュール＞

＜内容＞

１ モデル事業の実施（効果的・効率的なモデルの創出、展開）
モデル事業は、ⓐ市町村が実施する「市町村事業」（特別区も市町村事業の対象となる。）、ⓑ都道府県がⓐの市町村事業を支援する「都道府県事業」がある。

２ 自治体間によるノウハウ共有の場の提供
定期的にⓐ、ⓑの取組状況を共有する場や、お互いに相談できる意見交換の場を設け、

自治体間で得られた知見を効果的に共有できる機会を提供する予定。

３ 成果の普及
本業務で得られた知見をポータルサイト、成果発表会、報告書・事例集等により、

全国の自治体に対する普及・啓発を行う予定。

応募の必須要件に加え、地域の実情に応じた特色のある取組を行う。
（取組例）

○ 福祉専門職（介護支援専門員や相談支援専門員）の参画に関するもの
○ 福祉専門職（介護支援専門員や相談支援専門員）以外の関係者の
参画に関するもの

○ 優先度の高い方について個別避難計画の作成を完了するまでの
事業計画に関するもの

○ 避難行動要支援者名簿掲載者全員について個別避難計画の作成を
完了するまでの事業計画に関するもの

○ 個別避難計画を広く普及させるための効率的な手法等に関するもの
○ 本人・地域記入の個別避難計画に関するもの
○ 多様な災害リスクに対応した個別避難計画の作成に関するもの
○ 福祉避難所への直接避難に関するもの
○ 特別支援学校に関するもの
○ 難病患者等の医療的ケアを要する方に関するもの
○ 地区防災計画との連動に関するもの
○ 防災・減災の整備等と個別避難計画等のソフト事業との一体的な
検討に関するもの

○ 住民への周知・啓発や避難支援等実施者の確保に関するもの

ⓐ市町村事業・・・計34団体
個別避難計画の作成プロセスの構築に取り組む市町村の事業

（注：特別区も市町村事業の対象となる。）
ⓑ都道府県事業・・・計18団体

域内の市町村事業の成果等を共有する場を設け、意見交換をして
改善し、横展開することなどに取り組む都道府県の事業

＜１－②モデル事業における地域の実情に応じた取組例＞＜１－①モデル事業応募の必須要件＞

（内閣府ポータルサイト立上げ、成果発表会の開催、報告書・事例集の作成など）
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